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Ⅰ 政務活動費の交付

１ 経費の範囲

政務活動費に充てることができる経費の範囲については、秋田県政務活動費の交付に関

する条例第二条により次のように定義されている。

（政務活動費を充てることができる経費の範囲）

第二条 政務活動費は、県議会の会派（所属議員が一人の場合を含む。以下同じ。）

及び議員による県政の課題及び県民の意思を把握し県政に反映させるための活動

その他の県民の福祉の増進を図るために必要な活動（次項において「政務活動」

という。）に要する経費として交付する。

２ 政務活動費は、会派にあっては別表第一に、議員にあっては別表第ニに定める

政務活動に要する経費に充てることができる。

---- ３～４ページに別表第一及び第二の経費の具体例を掲載

（１）政務活動費の解釈

「政務調査費」においては、会派及び議員が行う調査研究に限定されていたが、平

成２４年の地方自治法の改正により「政務活動費」とすることで、調査研究に資する

経費を明確化し、『「調査研究その他の活動」として調査研究に限定しない「議員活

動」も対象にできる』とされた。

具体的には、議員自身が開催する研修会・講演会等の開催経費、県民の意識調査な

どの広聴広報費、要請陳情にかかる経費、行事・式典に参加するための経費及び名刺

代等の事務費等の経費が政務活動の対象に加わった。

（２）政務活動費充当の注意点

公費である以上、議員として県民に説明できる活動が政務活動費に充当できるもの

であり、政党活動、後援会活動、選挙活動及び私人としてのプライベートな活動は一

切認められない。

２ 交付対象及び金額

政務活動費は、「会派」及び「議員」に対して交付される。

（１）会派(１人会派を含む。)

①会派結成届を提出した会派が交付対象 ---- 条例第６条第１項

政務活動費を受けようとする会派は、代表者及び経理責任者を定め、その代表者

は、会派結成届（様式３号）を提出すること。

会派結成届の内容に異動が生じたとき又は会派を解散したときは、それぞれ会派

異動届（様式第４号）又は会派解散届（様式第５号）を提出すること。
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②月の初日に所属する議員数に月額３万円を乗じた額を交付

---- 条例第４条第１項、第２項

月の途中において、所属議員数に変動があったときは、次の月から新たな所属議

員数に基づき交付する。

（２）議員

①月の初日に在職する議員に月額２８万円を交付 ---- 条例第５条第１項

月の途中において、議員の辞職等があったときは、その月の分まで交付する。

３ 請求及び交付時期

（１）請求

会派の代表者及び議員は、毎四半期の最初の月の１０日までに、当該四半期に属す

る月数分を知事に請求する。 ---- 条例第９条第１項

（２）交付時期

知事は、請求があったときは、速やかに交付する。 ---- 条例第９条第３項

請 求 分 交 付 時 期 交付方法

第１四半期分（ ４月～ ６月） ４月下旬頃

第２四半期分（ ７月～ ９月） ７月中旬頃 口座振替

第３四半期分（１０月～１２月） １０月中旬頃

第４四半期分（ １月～ ３月） １月中旬頃

※請求及び交付時期の問い合わせは、議会事務局総務課総務チームまで。（電話:018-860-2112）
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Ⅱ 政務活動費の経費の範囲

１ 会派に交付する政務活動に要する経費

項目 内容 具　　体　　例

調査研究費

  会派（所属議員を含む。以下同じ。）が
行う県の事務、地方行財政等に関する調
査研究（視察を含む。）及び調査委託に要
する経費

○海外調査、県外調査、県内調査
　　（地方行政調査、先進国事情視察、先進都道府県視察、研究所
　　　視察、被災状況聴取、現地の実態調査等）
○県人会との意見交換
○県政に関する執行部からの説明及び意見交換会
　　（費用弁償支給日を除く。）
○県政に関連する有識者等との意見・情報交換
○国や民間団体等からの情報収集
○各種調査委託
○各種議員連盟活動
○政策研究会等各種会費

  　交通費、車両借上料、高速道路料金、駐車料金、
    宿泊費、参加負担金､会場費、
    政策研究会等各種会費、調査委託料等

研　修　費

１　会派が行う研修会、講演会等の実施
(共同開催を含む｡)に要する経費
２　団体等が開催する研修会（視察を含
む。）、講演会等への所属議員及び会派
の雇用する職員の参加に要する経費

○フォーラム・勉強会等の開催
○フォーラム・勉強会等への所属議員の参加、職員の派遣

　　会場費、機材借上料、資料代、講師謝金､茶菓代、
    交通費、宿泊費、参加費等

広聴広報費

　会派が行う県政に関する政策等の広聴
広報活動に要する経費

○県民意識調査、意見募集アンケートの実施
○会派議会活動広報紙及び報告書の発行
○ホームページによる広報活動

　　調査委託料、印刷製本費及び発送料、
　　ホームページ作成・更新委託料、交通費等

要請陳情等活動費

　会派が行う要請陳情活動、住民相談等
の活動に要する経費

○行政機関や国会議員、企業等への要望活動
○要請陳情書の作成、送付
○個別の住民相談への対応

　　印刷製本費及び発送料、交通費、宿泊費、茶菓代等

会　議　費

１　会派が行う各種会議、住民相談会等
に要する経費
２　団体等が開催する意見交換会等各種
会議への会派としての参加に要する経費

○会派各種会議・打合せ、検討会等の開催
○地域との懇談会、住民相談会（個別相談を除く。）の開催
○国・県・市町村・各種団体等が主催する会議等への参加
○●●周年記念行事

　　会場費、機材借上料、資料代、講師謝金、茶菓代、
　　交通費、宿泊費、参加費等

資料作成費

　会派が行う活動のために必要な資料の
作成に要する経費

○各種資料の作成

　　印刷製本費、コピー代、写真代、原稿料、資料作成委託料等

資料購入費

　会派が行う活動のために必要な図書、
資料等の購入、利用等に要する経費

○専門図書の購入
○法令集の加除
○参考資料（新聞・雑誌等）の購入
○上記の電子データの購入・利用
　　資料購入費、購読料等

事　務　費

　会派が行う活動に係る事務の遂行に要
する経費

○事務用品等の購入（用紙、封筒、ハガキ、インク、消耗品等）
○事務機器（パソコン、カメラ、FAX、複写機等）の購入及びリース
○電話・ＦＡＸ使用、インターネット接続契約
○名刺代
　　事務用品購入、事務機器購入・リース料、事務機器修理代、
　　電話料、インターネット利用料、郵便料等

人　件　費

　会派が行う活動を補助する職員の雇用
に要する経費

○常用事務職員、アルバイト等の雇用
○広報紙等配布のアルバイト代
○資料整理のアルバイト代

   給料、手当、社会保険料、賃金等
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２ 議員に交付する政務活動に要する経費

項目 内容 具　　体　　例

調査研究費

  議員が行う県の事務、地方行財政等に
関する調査研究（視察を含む。）及び調査
委託に要する経費

○海外調査、県外調査、県内調査
　　（地方行政調査、先進国事情視察、先進都道府県視察、研究所
　　　視察、被災状況聴取、現地の実態調査等）
○県人会との意見交換
○県政に関する執行部からの説明及び意見交換会
　　（費用弁償支給日を除く。）
○県政に関連する有識者等との意見・情報交換
○国や民間団体等からの情報収集
○各種調査委託
○各種議員連盟活動
○政策研究会等各種会費

  　交通費、車両借上料、高速道路料金、駐車料金、
　　宿泊費、参加負担金、会場費、政策研究会等各種会費 、
    調査委託料等

研　修　費

１　議員が行う研修会、講演会等の実施
（共同開催を含む。）に要する経費
２　団体等が開催する研修会（視察を含
む。）、講演会等への議員及び議員の雇
用する職員の参加に要する経費

○フォーラム・勉強会等の開催
○フォーラム・勉強会等への参加、秘書等の派遣

　　会場費、機材借上料、資料代、講師謝金、茶菓代等、
　　交通費、宿泊費、参加費等

広聴広報費

　議員が行う県政に関する政策等の広聴
広報活動に要する経費

○県民意識調査、意見募集アンケートの実施
○議会活動広報紙及び報告書の発行
○ホームページによる広報活動

　　調査委託料、印刷製本費及び発送料、
　　ホームページ作成・更新委託料、交通費等

要請陳情等活動費

　議員が行う要請陳情活動、住民相談等
の活動に要する経費

○行政機関や国会議員、企業等への要望活動
○要請陳情書の作成、送付
○個別の住民相談への対応

　　印刷製本費及び発送料、交通費、宿泊費、茶菓代等

会　議　費

１　議員が行う各種会議、住民相談会等
に要する経費
２　団体等が開催する意見交換会等各種
会議への議員の参加に要する経費

○県政報告会の開催
○地域との懇談会、住民相談会（個別相談を除く。）の開催
○国・県・市町村・各種団体等が主催する会議等への参加
○●●周年記念行事

　　会場費、機材借上料、資料代、講師謝金、茶菓代等、
　　交通費、宿泊費、参加費等

資料作成費

　議員が行う活動のために必要な資料の
作成に要する経費

○各種資料の作成

　　印刷製本費、コピー代、写真代、原稿料、資料作成委託料等

資料購入費

　議員が行う活動のために必要な図書、
資料等の購入、利用等に要する経費

○専門図書の購入
○法令集の加除
○参考資料（新聞・雑誌等）の購入
○上記の電子データの購入・利用

　　資料購入費、購読料等

事務所費

　議員が行う活動のために必要な事務所
の設置及び管理に要する経費

○事務所の賃借
○事務所の電気、ガス、水道、固定電話、ＦＡＸの使用
○事務所の清掃・警備委託

　 事務所賃借料、光熱水費、固定電話料、ＦＡＸ料、
　 清掃・警備委託料、火災保険料、修繕費等

事　務　費

　議員が行う活動に係る事務の遂行に要
する経費

○事務用品等の購入（用紙、封筒、ハガキ、インク、消耗品等）
○事務 用機器(パソコン､カメラ､FAX､複写機等)の購入及びリース
○携帯電話使用、インターネット接続契約
○名刺代
　　事務用品購入費、事務機器購入・リース料、事務機器修理代、
　　携帯電話料、インターネット利用料、郵便料等

人　件　費

　議員が行う活動を補助する職員の雇用
に要する経費

○常用事務職員、アルバイト等の雇用
○広報紙等配布のアルバイト代
○資料整理のアルバイト代

   給料、手当、社会保険料、賃金等
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Ⅲ 政務活動費の運用指針
【各経費項目に共通の留意事項】

１ 実費の原則

政務活動は、会派及び議員の自発的な意思に基づき行われるものであり、基本的に、

調査研究等に要した経費を自ら管理することが可能であることから、支払先や金額、内

容についても、当マニュアルで特に定められたものを除き、社会通念上妥当な範囲内で

あることを前提として、実費による支出を原則とする。

２ 按分の取扱

議員の活動は多面的であり、政務活動とそれ以外の活動（議会公務、政党、選挙、後

援会、私事等）が混在している場合には、活動実績等に応じた合理的な割合で経費を按

分すること。

ただし、合理的な割合による按分が困難な場合は、按分割合の上限を２分の１（５０

％）とすること。

３ 交通費・宿泊費

調査研究の実施、研修・会議への参加、要望陳情活動などに関する「交通費・宿泊費」

については、原則実費により支出すること。

（１）交通費の支出

① 政務活動に係る航空機、ＪＲ、私鉄、地下鉄、バス、タクシーの運賃や高速道路、

駐車場の利用料金等に支出することができる。

② 自家用車を使用した場合は、「１ｋｍ当たり３７円で計算した額（※１）」を交

通費として支出できることとし、「自家用車を使用した政務活動記録簿」（別添様

式・Ｐ５１）を作成の上、支払証明書とあわせて提出すること。

距離は実測によること。１ｋｍ未満の端数が生じた場合は切り捨てる。

③ 政務活動費の対象とすることができる懇談会に出席した場合でも、飲食が伴って

いれば、その後のタクシー料金及び運転代行料金を政務活動費から支出することは

できない。

（※１）「県議会議員の議員報酬等に関する条例」に規定される車賃

（２）交通費の按分

交通費に他の活動との重複部分がある場合は､他の活動分を除く。

なお､目的地が同一など､合理的な割合による按分が困難な場合は､按分割合の上限

を２分の１(５０％)とすること。
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（３）交通費の証拠書類

①航空機、ＪＲ （利用した際の領収書又は旅行代理店発行の領収書）

②私鉄、地下鉄、バス（利用した際の領収書）

※時間的余裕がないなど、領収書を取得できない場合は支払証明書

③タクシー、駐車料金（利用した際の領収書）

④高速道路料金 （利用した際の領収書又はＥＴＣの利用明細書）

⑤自家用車の使用 （車賃〔３７円/ｋｍ〕で計算した額についての支払証明書）

⑥レンタカーの使用 （利用した際の領収書、燃料代の領収書）

（４）宿泊費の支出

① 宿泊費は、１泊につき「県議会議員の議員報酬等に関する条例」の規定により議

員が支給を受ける宿泊費（知事が支給を受ける宿泊費に相当する額（※２））を限

度とする。ただし、秋田市内に宿泊する場合は、同条例第５条に関係する宿泊料の

規定を準用し、１泊につき１３,４００円を限度とする。

なお、宿泊費は、社会通念上、宿泊理由に合理性が認められることが必要であり、

県内宿泊の場合は特に留意し、活動報告書に宿泊理由等を記載すること。

② 海外調査や他者主催の視察で宿泊施設が指定されているなど、宿泊費の限度額で

は調査研究活動に支障が生ずる場合には、限度額を超えて支出することができる。

③ 海外調査の場合には、議会事務局総務課総務チーム(電話:018-860-2112)に宿泊

費の額を確認すること。

（※２）「知事等の給与及び旅費に関する条例」の規定により知事が支給を受ける宿泊費

（内閣総理大臣等が支給を受ける宿泊費に相当する額（※３））

（※３）「国家公務員等の旅費に関する法律施行令」の規定により内閣総理大臣等が支給を

受ける宿泊費

【参考】国家公務員等の旅費支給規程（昭和25年大蔵省令第45号）

別表第２ 宿泊費基準額（第13条関係）１ 本邦（令和７年４月１日施行（※４）・抜粋）

宿泊費基準額 都道府県

17,000円 福島県、鳥取県、山口県

19,000円 岩手県、石川県、静岡県、三重県、島根県

21,000円 宮城県、山形県、栃木県、群馬県、福井県、岡山県、徳島県、愛媛県

23,000円 青森県、秋田県、茨城県、富山県、長野県、愛知県、滋賀県、奈良県、

和歌山県、高知県、佐賀県、長崎県、大分県、沖縄県

25,000円 山梨県、兵庫県、宮崎県、鹿児島県

27,000円 北海道、岐阜県、大阪府、広島県

29,000円 熊本県

32,000円 香川県

34,000円 神奈川県、新潟県

36,000円 千葉県

38,000円 福岡県

40,000円 埼玉県、東京都、京都府
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（※４）宿泊する際は、最新の宿泊費基準額を確認すること。適用される宿泊費基準額が

不明な場合には、議会事務局議事調査課政策調査チーム(電話:018-860-2124)に確

認すること。

（５）宿泊費の証拠書類

宿泊施設が発行する領収書等又は旅行代理店発行の領収書

なお、領収金額に宿泊費以外が含まれている場合は、内訳明細を作成してもらい、

宿泊費の額を明らかにすること。

（６）包括宿泊費の支出

包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用（いわゆる

パック旅行にかかる費用）を指し、その額は、当該移動に係る交通費の額（※５）及

び当該宿泊に係る宿泊費の限度額（※６）の合計額を限度とする。

（※５）当該移動の日における航空機等の利用料金

（※６）（４）に示される宿泊費の限度額（宿泊費基準額）

（７）包括宿泊費の証拠書類

旅行代理店等が発行する領収書

（８）政務活動費の支出が不適当な交通費・宿泊費の例

①党大会参加旅費等の政党活動のための旅費

②選挙活動、後援会活動のための旅費

③観光、レクリエーション、親睦会等の私用のための旅費
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参 考

（１）県議会議員の議員報酬等に関する条例（抜粋）（昭和22年秋田県条例第10号）

第４条 県議会議員が職務を行うため旅行したときは、費用弁償として旅費を支給する。

２ 前項の旅費の額は、知事等の給与および旅費に関する条例（昭和31年秋田県条例第33

号）の規定により知事が支給を受ける旅費の額に相当する額とする。

第５条 県議会議員が県議会の招集に応じ、会議、委員会又は協議等の場に出席したとき

は、費用弁償として別表に定める額の旅費を支給する。

（別表）

鉄 道 賃 車賃（一キロメートルにつき） 宿泊費（一夜につき）

運賃、急行料金、特別車

両料金及び座席指定料金 ３７円 13,400円

（２）交通費・宿泊費の計算例

【計算例１（日帰りの政務活動）】

■ 自宅から秋田市内の目的地まで自家用車使用の場合（片道45.4km）

・駐車料金 （領収書） 500円

・高速道路料金（領収書又はＥＴＣ利用明細書) 3,000円(往復）

・自家用車使用(37円/kmで計算) ＠37円×90km ＝ 3,330円(往復、１km未満切捨て)

合計額 6,830円

【計算例２（宿泊が伴う政務活動）】

■ 自宅から東京都内の目的地まで１泊２日の飛行機使用の場合

（秋田空港までは自家用車を使用〔片道10.6km〕）

・航空機 （旅行代理店の領収書等） 29,000円(往復）

・宿泊費 （旅行代理店の領収書等） 9,000円(１泊）

・駐車料金（領収書） 1,000円(秋田空港駐車場）

・私鉄・ＪＲ（領収書） 780円(東京都内移動）

・自家用車使用(37円/kmで計算) ＠37円×21km ＝ 777円(往復、1km未満切捨て)

合計額 40,557円
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４ 会費

会費は、会員となっている団体等の年会費や月会費、研究会や研修会又は会議等に参

加する際に主催者から求められる負担金であり、政務活動費を充当するためには、支出

対象である団体の活動内容や実態、研究会・研修会等の内容が、政務活動に適うもので

あることが必要である。

（１）懇談会費

飲食代が含まれる懇談会費は、政務活動としての会議や研修会等と一体性・連続性

のある場合に限り、政務活動費の対象経費とすることができることとし、１回当たり

１万円を限度とする。

ただし、以下の懇談会費は政務活動費の対象外とする。

①バー、クラブなど会合を行うのに適切な場所とは言えない場所での懇談会費

②議員同士の懇談会費

③議員と県職員のみの懇談会費

④会派、議員個人、議員のみで構成される団体が自ら開催する懇談会費

⑤開催通知等に会費の明記がない懇談会費

なお、会議や研修会等との一体性・連続性を説明するため、収支報告書には開催通

知等の写しを添付すること。

（２）年会費・月会費

年会費や月会費等の政務活動費からの支出については、その団体の活動が政務活動

に寄与しない場合は認められないため、内容や実態を十分勘案の上、資料提供等の便

宜供与があることなどによりその可否を判断すること。

なお、本県議会における議員連盟の活動において、一時的に開催する視察調査や会

議等の経費（飲食代を除く）は支出することができるが、年会費や月会費の支出は原

則として認めない。

（３）政務活動費の支出が不適当な会費の例

①個人の立場で加入している団体などに対する会費（年会費・月会費等）

（町内会費、ＰＴＡ会費、スポーツクラブ会費、商工会費、同窓会費、老人クラブ

会費、ライオンズクラブ・ロータリークラブの会費、各種親睦会費等）

②政党（県連）本来の活動に伴う党大会、党費、党大会賛助金等

③議会内の親睦団体（議員野球部、ゴルフ部等）の会費

④他の議員の後援会が主催する会合に出席する会費

⑤宗教団体の会費等（檀家総代会、報恩講、宮参り）

⑥冠婚葬祭の会費等（結婚式の祝儀・会費、香典、祭祀・祭礼等）

⑦飲食・会食を主目的とする各種会合の会費

⑧政治資金パーティー、選挙活動のための会合に出席する会費

⑨団体の役職者の資格として出席する会合の会費
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５ 公職選挙法上の制限

① 自己主催の研修会や報告会、会議等において、議員の選挙区内にある者に対して食

事や飲食を提供することは、公職選挙法で禁止されている「寄附」に当たるので留意

すること。

ただし、茶菓を提供することは差し支えない。

② 議会傍聴者のためのバス借上料を支出することは、公職選挙法で禁止されている「寄

附」に抵触するおそれがあるので、留意すること。

③ 会費制でない会合に招待されたとき、料理代等に見合う実費程度のお金を相手方（選

挙区内にある者）に渡すことは、一般的には債務の履行と認められず、「寄附」にあ

たるので留意すること。
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【経費項目ごとの留意事項】

６ 調査研究費

調査研究費は、会派又は議員が行う県の事務、地方行財政等に関する調査研究

（視察含む。）及び調査委託に要する経費であり、「地方行財政等」には、県政に

加え、住民福祉の増進に関わりのある国政に関する事項も含まれる。

（１）海外・県外調査報告

海外・県外調査については、収支報告書に「政務活動費による海外・県外活動報告

書」（別添様式・Ｐ４９）を添付し、調査の概要を報告すること。

この報告書は、「Ⅱ 政務活動費の経費の範囲」（Ｐ３～４）に掲げた項目にとらわ

れることなく、海外又は県外における活動の支出すべてについて添付すること。

（２）友好訪問及び表敬訪問

友好訪問及び表敬訪問の経費については、公務に準じた内容であれば、支出するこ

とができる。

（３）学術及び試験研究等に関する調査

専門性が高い学術及び試験研究等を行った場合は、専門機関等と交わした委託契約

書や報告書等を提出できるよう整備しておくこと。

（４）調査の際のお土産

調査の際にお土産を持参する場合は、１カ所あたり５千円を上限とする。

７ 研修費

研修費は、会派又は議員が自ら開催する研修会等に要する経費と、他者が開催する研

修会等への参加に要する経費の二つに分けられる。

研修費の対象となる「研修会、講演会等」には、フォーラム、勉強会のほか、シンポ

ジウム、セミナー、講座なども含まれる。

（１）講師謝礼

講師招へい時の謝礼については、１人１回あたり２０万円を上限とする。

この金額には、旅費（交通費、宿泊費）は含まず、講師の旅費は、別途実費で支払

いできる。

なお、講師謝礼の取り扱いは、経費の項目にとらわれることなく、会議費に区別さ

れる県政報告会や地域懇談会等においても同様の扱いとする。
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８ 広聴広報費

広聴広報費は、会派及び議員が行う議会活動及び県政に関する政策等の広聴・広報に

要する経費であり、広聴広報費の対象となる「県政に関する政策等」には、会派・議員

の政策・理念、国政の課題なども含まれる。

（１）広報紙・ホームページに関する経費の按分

議会活動広報紙やホームページの掲載内容に政党活動や後援会活動など政務活動以

外の内容が含まれている場合は、紙面の割合により按分すること。

合理的な割合による按分が困難な場合は、按分割合の上限を２分の１(５０％)とす

ること。

（２）政務活動費の支出が不適当な広聴広報費の例

①政党、後援会が行う住民意識調査等の経費

②政党の広報紙、パンフレット、ビラ等の印刷、発送等の経費

③選挙に当たっての各種団体への支援依頼文書、選挙ビラの印刷、発送等の経費

④後援会の広報紙、パンフレット、ビラ等の印刷、発送等の経費

９ 要請陳情等活動費

要請陳情等活動費は、要請陳情活動と住民相談活動の大きく二つに分けられる。

（１）要請陳情活動

地域のための予算獲得や、県政の課題解決のために、中央省庁、国会議員、民間企

業等への要請陳情活動に要する交通費、宿泊費のほか、資料印刷費、文書通信費など

があげられる。

（２）住民相談活動

住民から個別に相談を受けることのほか、意見交換をするなど要請陳情活動の前提

として住民の意思を把握することも含まれる。

住民相談等の現地に赴くための交通費や事務所で応対にあたるための資料印刷費や

茶菓代等の経費などがあげられる。

なお、住民の意思を把握するための地域の行事や式典の出席や、予め日時場所等を

特定して会議として開催する住民相談会に要する経費は、「会議費」に区別される。

（３）政務活動費の支出が不適当な要請陳情等活動費の例

①議員以外に係る経費（陳情に必要な参考人の旅費等）

②政党としての要請陳情活動に要する経費

③政務活動以外の私的な相談活動に要する経費（就職相談等）

④住民相談を逸脱した社会通念上懇親旅行とみなされるような会合に要する経費
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１０ 会議費

会議費は、会派又は議員が自ら開催する経費と他者が開催する会議への参加に要する

経費の二つに分けられる。

会議費の対象となる「各種会議、住民相談会等」及び「意見交換会等」には、会派総

会や県政報告会、地域懇談会、住民相談会のほか、式典なども含まれる。

なお、個別の住民相談については、会議にあたらないので、「要請陳情等活動費」に

区別される。

（１）会派又は議員等が自ら開催する経費

会派、議員個人、議員のみで構成される団体が開催する会議等の開催経費として、

会場・機材借上料、資料代、講師謝金、茶菓代などに支出することができる。

なお、会議等の参加者への茶菓を除く飲食の提供や議員本人分の飲食代は、政務活

動費の対象外とする。

（２）行事・式典

テープカットや挨拶だけの行事・式典の参加費用（交通費等）は、知事や市町村長

等も公務として参加するなど、公務に準じた内容であれば、支出することができる。

（３）会議費（参加費用）の対象とすることができる行事・式典の例

①学校等の入学式、卒業式、記念式典等

②商工会等各種団体の総会・祝賀会

③県施設・誘致企業等の竣工式

④道路・橋りょう等の開通式

⑤社会福祉大会・国体結団式・県民大会・種苗交換会等の大会

⑥殉職警察官、消防職員、消防団員慰霊祭

１１ 資料作成費

資料作成費は、政務活動に必要な資料の作成経費に支出できる。

政党活動や選挙活動など、政務活動以外の用務に係る内容が混在している場合は、合

理的な割合により按分すること。

なお、調査研究や研修参加に伴う報告書、県政報告会等の広報活動で作成する資料、

要望陳情活動で使用する要望書や関係資料、各種会議のための資料については、それぞ

れ「調査研究費」「研修費」「広聴広報費」「要望陳情等活動費」「会議費」に区分される。
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１２ 資料購入費

資料購入費は、政務活動に必要な図書、ＤＶＤ等の購入及び有料データベース利用料

に支出することができる。

なお、政務活動に関連があるものでなければならないため、書籍名等を「領収書」等

で明らかにすること。

（１）政務活動費の支出が不適当な資料購入費の例

①自己啓発的な意味合いが強い書籍、雑誌等

②娯楽性が高いと考えられる週刊誌やスポーツ新聞等

③自分の所属する政党が発行する書籍、新聞等

１３ 事務所費

事務所費は、議員が行う政務活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費

に支出することができる。

なお、政務活動費から事務所費を支出する場合は、事務所の所在地等について、「事

務所所在地等報告書」（別添様式・Ｐ５２）を議長に提出しなければならない。

（１）賃借料・光熱水費・通信費等の按分

議員が事務所を政務活動で使用する場合に、他の活動と渾然一体となっている場合

や他の活動で事務所の一部を使用する場合には、合理的な割合で按分し、政務活動に

要した経費相当額を政務活動費から支出することができる。合理的な割合による按分

が困難な場合は、按分割合の上限を２分の１（５０％）とすること。

なお、按分しない場合は、政務活動にのみ使用していることを示す書類を添付する

こと。

（２）後援会事務所等を兼ねている場合

事務所が後援会事務所や政党事務所を兼ねている場合、事務所の賃貸借契約等が後

援会等の名義となり、賃借料や光熱水費等が政治資金から支出されることがある。

これを政務活動費から支出する場合は、後援会等と議員との間で協定書（覚書）等

を結び、負担金として政務活動費から支出するなど、証拠書類を適切に整理しておく

ことが望ましい。

なお、後援会等の会計上は、収入として計上するなど適切な処理が必要となる。

（３）自己所有等の建物を事務所としている場合

次に掲げる建物の一部又は全部を事務所としている場合は、政務活動費から賃借料

を支出することができない。

①議員、配偶者又は親族が所有する建物

②議員、配偶者又は親族が役員となっている法人その他の団体が所有する建物

※この場合における親族とは、３親等以内の親族をいうものとする。
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（４）リース料の取扱い

清掃用具等及び事務費の事務用機器（パソコン・ＦＡＸ・複写機等）のリース料は、

合計で１カ月あたり１０万円を上限とする。

（５）政務活動費の支出が不適当な事務所費の例

①事務所購入費、大規模な改築・修繕費

②事務所に掲示する高額な絵画等の美術品・装飾品の購入費

（次の「１４ 事務費」※１を参照）

１４ 事務費

事務費は、政務活動のために必要な事務用品・備品、消耗品の購入費や文書等

の通信費などに支出することができる。

（１）事務用品・備品等の按分

購入した事務用品・備品やリースした複写機等を政務活動の目的以外にも使用する

場合には、合理的な割合で経費を按分する。合理的な割合による按分が困難な場合は、

按分割合の上限を２分の１（５０％）とすること。

なお、按分しない場合（専ら政務活動に使用する消耗品を除く）は、政務活動にの

み使用していることを示す書類を添付すること。

名刺代は、一般的に政務活動以外の活動にも使用することから、按分が必要になり、

選挙用途を目的とする体裁のものは対象にしないことが望ましい。

（２）携帯電話等の移動通信機器料金の按分

政務活動と他の活動が一体となって使用されている携帯電話等の移動通信機器の料

金は、本人分等を確認するため、契約内容や使用状況がわかる明細書を添付すること。

明細書によっても合理的な割合による按分が困難な場合は、按分割合の上限を２分の

１（５０％）とすること。

なお、次の料金については、政務活動費から支出することができない。

①議員本人以外の通話料や通信料

②娯楽性や自己啓発的な意味合いが強いサービス使用料

（３）リース料の取扱い

事務用機器（パソコン・ＦＡＸ・複写機等）及び事務所費の清掃用具等のリース料

は、合計で１カ月あたり１０万円を上限とする。

（４）政務活動費の支出が不適当な事務費の例

①資産形成につながる高額備品（取得価格の単価が１０万円以上(※１)）の購入

②自動車、テレビの購入費及びリース料（※２）

③自動車の修繕費（オイル交換、タイヤの購入代を含む。）、車検費、保険料等
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(※１)企業会計において、取得価格の単価が１０万円以上のパソコンや複写機、カメラなど

を工具器具備品（１０万円未満は消耗品）として会計処理をしているため、これを資

産形成につながる高額備品とした。

(※２)一時的な政務活動目的のために使うレンタカー代、バス借上料については、調査研究

費などそれぞれの目的に応じ対象経費とすることができる。ただし、議員以外の利用

は除く。

１５ 人件費

人件費は、政務活動を補助する職員の雇用や政務活動に必要なアルバイト代に要する

経費として支出することができる。

（１）人件費の按分

会派及び議員の政務活動の補助業務のために雇用した職員が他の業務を兼ね

ている場合には、他の業務に対する政務活動補助業務の従事の割合によって

経費を按分し、政務活動補助業務に要した経費相当額を政務活動費の対象経

費とすることができる。合理的な割合による按分が困難な場合は、按分割合

の上限を２分の１(５０％)とすること。

なお、常時雇用している秘書や事務補助職員等の人件費を按分しない場合は、政

務活動業務のみ行っていることを示す書類を添付すること。

（２）親族の雇用

議員の配偶者又は１親等の親族を雇用する場合は、政務活動費から人件費を支出す

ることができない。

なお、議員の配偶者及び１親等の親族以外の親族を雇用する場合は、県民の誤解を

招くことのないよう、雇用状況の証拠書類（雇用契約書、勤務実績表等）を適切に整

理しておくこと。

（３）政務活動費の支出が不適当な人件費の例

①政党組織の事務所の設置維持のための人件費

②政党の役員経費（専従役員に対する給与、各種手当等）

③政党・後援会活動のためのビラ配布のアルバイト代
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Ⅳ 収支報告書等及び記載例

１ 収支報告書等の提出

会派の代表者及び議員は、その年度の収支報告書を作成し、年度終了日の翌日から

３０日以内（通常は４月１日から４月３０日まで）に議長に提出しなければならない。

---- 条例第10条第１項

なお、会派が解散した場合や議員が辞職等した場合は、その翌日から３０日以内に議

長に提出しなければならない。 ---- 条例第10条第２項、第３項

収支報告書を提出するときは、当該収支報告書に記載された支出について、当該支出

の目的、金額及び年月日を記載した領収書その他の支出の事実を証する書類の写し又は

支払証明書を併せて提出しなければならない。 ---- 条例第10条第４項

○任期満了による改選前後の収支報告書の取扱について

年度途中に任期満了により議員でなくなった者が、任期満了による一般選挙により

引き続き議員となった場合には、改選前後に分けて収支報告書を提出せず、１年間分

を通した収支報告書を作成し提出すること。

２ 領収書その他の支出の事実を証する書類

「領収書その他の支出の事実を証する書類」とは、具体的には次のとおりである。

① 「領収書」とは、「当該支出の目的、金額及び年月日」が記載されたものでな

ければならないこと。

なお、宛名には会派名又は議員名が記載されているか確認すること。

② 領収書以外の「支出の事実を証する書類」としては、次の書類を挙げることが

できる。

ア 口座振込金受取書

イ 口座引落としが記録された通帳

収支報告書に記載された支出に係る領収書その他の支出の事実を証する書類を「政務

活動報告書（兼）領収書等貼付用紙」（別添様式・Ｐ４８）※に貼り付け（貼付欄が不

足する場合は別途Ａ４判白紙に貼り付け）、必要事項を記入の上、その写しを収支報告

書と併せて提出しなければならない。

なお、会派の経理責任者及び議員は、領収書その他の支出の事実を証する書類の原本

を５年間保存しなければならない。

※ 海外・県外における政務活動については、「政務活動費による海外・県外活動報

告書」（別添様式・Ｐ４９）を作成するため、「政務活動報告書（兼）領収書等貼

付用紙」の作成を省略できることとし、その場合は、関係する領収書等を別途Ａ４

判白紙に貼り付け、その写しを提出すること。
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３ 支払証明書

収支報告書に記載された支出に係る領収書その他の支出の事実を証する書類の取得が

困難な事情があった場合は、支払証明書を作成し、会派の代表者又は議員が記名の上、

収支報告書と併せて提出しなければならない。

---- 条例第10条第４項、様式第８号

なお、会派の経理責任者及び議員は、その写しを５年間保存しなければならない。

○支払証明書を作成・提出する場合の理由の記載

領収書その他の支出の事実を証する書類の取得が困難な事情があった場合に支払証

明書を作成・提出する際には、その具体的な理由を支払証明書の摘要欄に記載する。

なお、領収書その他の支出の事実を証する書類の貰い忘れや紛失した場合は、再発

行の手続が必要となり、それらに代えて支払証明書を提出することはできない。

４ 会議等の開催通知

懇談会等の会費の支出については、会議や研修会等との一体性・連続性を説明するた

め、領収書に開催通知等の写しを添付すること。

５ 事前点検と議長の調査及び是正

議長は、必要に応じ、収支報告書等の内容について調査を行うことができることにな

っている。収支報告書等の内容を確認するため、会計帳簿や証拠書類の提出を求めるこ

ともある。

その結果、必要があると認められるときは、議長は、会派の代表者又は議員に対し収

支報告書等の是正を求めることができる。 ---- 条例第11条

○年度途中における事前点検の実施

会派の代表者及び議員は、年度の中間報告として、４月から９月までの交付分に係る

収支報告書の添付書類（領収書の写し、自家用車を使用した政務活動記録簿、活動報告

書等）を１０月末までに議長に提出し、事前点検を受けることができる。

ただし、次に掲げる場合には必ず事前点検を受けるものとする。

①４月から９月までの間に初めて政務活動費の交付を受けた場合

②経費の使途基準等が大幅に改正されるなど議長が特に必要と認める場合

また、議長は、事前点検において政務活動費の充当に疑義が生じた場合、必要に応じ

て、議員等に修正などを求めることができる。

○政務活動費等検討会議への意見聴取

議長は、事前点検や収支報告書等の調査の結果、議員等に是正などを求めるにあた

り、必要に応じて「政務活動費等検討会議」に意見を聴取できる。
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６ 政務活動費の返還

政務活動費の支出に残余がある場合は、返納しなければならない。

この場合、県から返納通知書が送付される。 ---- 条例第12条

会派及び議員が保管する証拠書類と議長に提出する書類の相関図

会派及び議員が保管する証拠書類
（５年間保存）

議長に提出する書類
閲覧（情報公開）される書類
（議長が５年間保存）

収支報告書

①領収書
②口座引落としが記録された通帳
③口座振込金受取書 等

領収書その他の支出の事実
を証する書類（原本）

支払証明書（写し）

会計帳簿、視察概要資料
会議・研修会資料、調査報告書
賃貸契約書、雇用契約書、勤務簿など

①領収書
②口座引落としが記録さ
れた通帳写し
③口座振込金受取書写し 等

領収書その他の支出の
事実を証する書類の写し

収支報告書と併せ
て提出する書類

領収書その他の支出の事実を
証する書類を取得することが
困難な事情があった場合

支払証明書（原本）

収支報告書と併
せて写しを提出

収支報告書と併
せて原本を提出

※会派及び議員は、政務活動費に係る領
収書などの証拠書類を５年間保存しなけ
ればならない（規程第７条）

政務活動費による
海外・県外調査報告書

政務活動費による
海外・県外調査報告書

※会派及び議員は、政務活動費に係る領
収書などの証拠書類を５年間保存しなけ
ればならない（規程第２条）
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７ 収支報告書等の閲覧（情報公開）

議長に提出された収支報告書等は、何人も、通常は７月１日から県議会図書室で閲覧

できる。

ただし、収支報告書等に秋田県情報公開条例第６条第１項の非公開情報が記録されて

いる場合には、非公開情報に係る部分については、閲覧することができない。

---- 条例第13条第２項、第３項、規程第３条第１項、第２項

なお、写しの交付が必要な場合は、情報公開請求手続きによる。

○収支報告書等のインターネット公開

収支報告書（様式第１号、様式第２号）については、平成２９年度の支出分から、

領収書等の収支報告書に添付する書類については、平成３１年度の支出分から、県議

会図書室での閲覧開始後速やかに、県議会ホームページにより公表する。

ただし、領収書等の収支報告書に添付する書類のホームページによる公表は、２０

２０年７月からとする。

なお、公表期間は、収支報告書等を閲覧請求できる期間(条例第１３条第１項）と

同じとする。

○非公開情報例

個人に関する情報

｛例：事務職員氏名、個人の振込口座、支払先の個人名（法人は除く）、個人の印鑑の印影など｝
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８ 収支報告書の記載例（会派）
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会派名 ●　●　●　●

１　収　入
　

　　政務活動費 円

２　支　出

　
（注）主な支出内容については、支出内訳書に記載すること。

３　残　余 　 130,247 円

令和●●年度政務活動費収支報告書

5,400,000

（単位：円）
項　目 支　出　額

調査研究費

607,868 

研　修　費

286,600 

広聴広報費

1,859,700 

要請陳情等活動費

656,400 

会　議　費

165,200 

資料作成費

119,300 

資料購入費

198,768 

事　務　費

775,917 

人　件　費

600,000 

合　　　計

5,269,753 

１年間に会派が交付を受けた政務活動

費の総額を記入すること。　

例(3万円/月×12ｶ月×15名)

残余を記入すること。（返納の対象額）

※収入合計－支出合計＝残余≧０

支出合計は、収入合計を超えない

範囲で記入すること。

※支出合計≦収入合計
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　　 （県外調査）
・１０月４日～６日（香川県、岡山県）
　環境対策調査（●●ゴミ処理場視察）　
　雇用対策状況視察（●●ハローワーク）　

　参加者：●●議員、●●議員他
　交通費・宿泊費等：４５４，５００円　

 (県内調査）
・１０月１５日～１７日（仙北市、鹿角市、北秋田市）
　観光施設関連調査（●●スキー場、●●ホテル等）　

　参加者：●●議員、●●議員他
　交通費：２０，８６８円（自家用車使用：37円/km×282ｋｍ×２台）、　
　宿泊費等：１３２，５００円

　

　７月７日　中心市街地活性化シンポジウム出席（東京都）
　　　　　　参加者：●●議員、●●議員、●●議員
　　　　　　交通費・宿泊費：１９４，５００円　参加費：３０，０００円

　７月９日　医師不足確保対策フォーラム開催（秋田市）

　　　　　　参加者：●●議員、●●議員、●●議員他

　 資料印刷代：４３，６００円

・会派議会活動広報紙　
　編集料・印刷代（９月）　　　５４９，７００円（７万部）　
　配付料（９月）　　　　　１，０３０，０００円
・アンケート調査（●●問題についての意識調査）
　委託費（１，０００世帯分、調査・集計）：２８０，０００円
　

・２月１９日～２２日（韓国）
　定期便関連要請訪問（大韓航空、韓国交通部）
　参加者：●●議員、●●議員、●●議員他
　交通費・宿泊費等：６５６，４００円　

　

  ８月２２日  ●●会派議員総会（秋田市）

 １月１０日　政経懇談会（秋田市）

・教育基本法改正に関する資料作成費　４６，０００円

・障害者自立支援法手引き作成費　　　２６，０００円

・中心市街地活性化調査報告書作成費  ４７，３００円

・書籍購入費　３４，０００円
　（県議会改革、市場化テスト、格差社会、議会と自治体他）
・ガ●ナンス情報誌購読１２，０００円

・新聞購読料　１５２，７６８円
　（●●新聞、●●新聞、●●新聞、●●農業新聞）

　 　

・事務用品等購入費（文房具、消耗品代）２１２，７３１円
・通信費（電話料、郵便料）１５６，９４０円
・コピー機カウンター料　２９６，７４６円　

・デジタルカメラ４９，５００円 　

・インターネット接続料（5,000/月額×12回）６０，０００円

　

・事務職員賃金のうち政務活動業務分５０％
　

 　100,000円/月額×50％×12ヶ月＝600,000円

(注）内容欄には、主な事項とそれぞれの事項に対応する金額を記載すること。

607,868

　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　出　内　訳　書　　　　　　　　　　　　　　

項　　目 内　　　　　　　　　　　　　訳

調査研究費

会　議　費 （他者開催）

研　修　費

　　　　　　会場使用料：１２，０００円、茶菓代：６，５００円、

286,600

広聴広報費

1,859,700
（海外要請訪問）

要請陳情等活動費

656,400
（自己開催）

　   参加者：会派議員８名　交通費：５６，０００円、資料代：３２，５００円　

  

  参加者：●●議員他　交通費：３６，７００円、会費：４０，０００円　

165,200

資料作成費

119,300

資料購入費

198,768

　
事　務　費

775,917

人　件　費

600,000

内訳には、時期、場所、調査
目的（テーマ）、参加者、使
途（経費内容：交通費、宿泊
費、負担金等）、積算等を記
載し、政務活動であることを
明らかにする。

主な資料題名（作成

資料名、書籍、新聞

名等）、支出内訳を

記載。

調査研究や研修、要

請陳情、会議活動が

多数ある場合は、別

紙に記載して添付。

費用弁償が出ている定

例会等招集時除く。

按分した場合は、按分割

合（％）を記載。按分に

より１円未満の端数があ

る場合は切捨て。
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９ 収支報告書の記載例（議員）
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氏　名 ●　●　●　●

１　収　入
　

　　政務活動費 円

２　支　出

　

　
（注）主な支出内容については、支出内訳書に記載すること。

３　残　余 　 0 円

令和●●年度政務活動費収支報告書

3,360,000

（単位：円）
項　目 支　出　額

調査研究費

461,548 

研　修　費

91,500 

広聴広報費

1,029,236 

要請陳情等活動費

85,800 

会　議　費

29,650 

資料作成費

86,000 

資料購入費

176,768 

事 務 所 費

40,550 

事　務　費

314,948 

人　件　費

1,044,000 

合　　　計

3,360,000 

１年間に議員が交付を受けた

政務活動費の総額を記入する
こと。
例(28万円/月×12ｶ月)

残余を記入すること。（返納の対象額）

※収入合計－支出合計＝残余≧０

支出合計は、収入合計を超えない

範囲で記入すること。

※支出合計≦収入合計
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・７月１６日～１９日（愛知県）

　資源エネルギー開発議員連盟視察（名古屋市）

　　 　交通費９７，６５０円、宿泊費４８，０００円、タクシー代５，０００円

（県内調査）
・県内政務活動自家用車使用、宿泊費、高速料金等

　４月１４日～１６日（秋田市、男鹿市）災害調査協議
　５月２４日～２７日（湯沢市、由利本荘市）環境問題、雇用対策調査
　６月２５日～２８日（能代市、藤里町）観光・物産振興調査
１０月２５日～２７日（鹿角市）中心商店街調査 合計２５０，８９８円

・資源エネルギー開発議員連盟会費（４月～３月）

　５月２５日　２４，０００円（2,000円/月額×12回）

・秋田県●●交流議員連盟会費（４月～３月）

　６月２５日　３６，０００円（3,000円/月額×12回）

　７月１３日　　　 地産地消地域懇談会（秋田市）５，０００円
１１月２６日　　　 少子高齢化社会フォーラム（大館市）２０，０００円
　１月　７日～９日 地方自治研修会（東京）

   交通費・負担金等６６，５００円

・議会活動報告紙印刷代　５０４，３００円
　６月２０日（支払日）　２７９，３００円（２０，０００部）
　３月２０日（支払日）　２２５，０００円（　　　〃　　　）
・議会活動報告紙発送代　４８２，０５６円

　６月３０日　２４２，０５６円、３月２５日　２４０，０００円
・意見募集用紙印刷・郵送代　４２，８８０円（７月３０日　１５０部）

（県外活動）
・６月１９日～２１日（東京）教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに関する陳情訪問(文部科学省等)
　交通費５２，５５０円、宿泊費２４，２５０円、タクシー代３，２５０円

（県内活動）

・個別住民相談茶菓代、自家用車使用、高速料金等：５，７５０円

（自己主催）

８月２４日　●●地区県政報告会（●●会館）　
　  会場借上料７，０００円  茶菓代３，０００円

（他者主催）

９月２５日　仙北市観光振興協議会（仙北市）

     交通費・負担金　１９，６５０円 

・本県の高速交通体系に関する資料作成等事務用品代４６，０００円
　７月７日　　写真印刷代　　　　２６，０００円
　８月２４日　コピー用紙　　　　２０，０００円

・コピー代　４０，０００円

・書籍購入費　７４，０００円（９冊）
　５月１１日　独立行政法人　他１冊　５，０００円　
　７月１２日　指定管理者制度の概要　他６冊　２１，０００円
１２月　１日　議会運営の実際（Ⅰ～Ⅷ）　４８，０００円　

・新聞購読料　１０２，７６８円
　（秋田●新聞、朝●新聞、●●農業新聞）

　 　

・事務所光熱水費８１，１００円のうち政務 調査活動使用分５０％
　（４０，５５０円）
　電気料　　　12ｶ月分　３５，６００円

　上水道料金　12ｶ月分　２４，５００円

　下水道料金　12ｶ月分　２１，０００円

・事務用品等購入費（各種消耗品代）
　７６，０００円のうち政務活動費から２５，０００円を支出
・パソコンリース料７２，０００円（12,000円/月額×６回）
・通信費　２１７，９４８円

・携帯電話料（12ｶ月分）のうち政務活動分５０％ １７２，９４８円 　

・郵便料　　　　　　　４５，０００円

　

・事務職員賃金のうち政務活動業務分５０％
　120,000円/月額×50％×12ヶ月＝720,000円

・政務活動専門補助員アルバイト代

 　81,000円/月額×4ヶ月＝324,000円

(注）内容欄には、主な事項とそれぞれの事項に対応する金額を記載すること。

461,548

　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　出　内　訳　書　　　　　　　　　　　　　　

項　　目 内　　　　　　　　　　　　　訳

（県外調査）

調査研究費

資料購入費

研　修　費

91,500

広聴広報費

1,029,236

要請陳情等活動費

85,800

会　議　費

29,650

資料作成費

86,000

人　件　費

1,044,000

  

176,768

事 務 所 費

40,550

事　務　費

314,948

按分した場合は、按分割

合（％）を記載。按分に

より１円未満の端数があ

る場合は切捨て。

内訳には、時期、場所、調査
目的（テーマ）、使途（経費
内容：交通費、宿泊費、負担
金等）、積算等を記載し、政
務活動であることを明らかに
する。

主な資料題名（作成
資料名、書籍、新聞
名等）、支出内訳を
記載。

調査研究や研修、要

請陳情、会議活動が

多数ある場合は、別

紙に記載して添付。

茶菓代は公選法の範
囲内のもの

事務費は高額備品を除いた資
産形成にならないもの

政務活動費の予算都合上、
経費の一部に支出した記
載例
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１０ 領収書その他書類貼付例
例１ 宿泊施設の領収書

　

　

ＲＥＣＥＩＰＴ

ＴＯ． 秋田支店
No. 230386

下記の金額正に領収いたしました。
The undermentioned sum of money is duly received.

出納責任者 領収者

ただし 宿泊代金として

収入

印紙

整理番号 ○○

支出項目
　１．調査研究費　２．研修費　３．広聴広報費　４．要請陳情等活動費　５．会議費

　６．資料作成費　７．資料購入費　８．事務所費　　９．事務費　10．人件費

支出年月日 令和7年7月22日 領収書記載金額 １５，０００円

活動内容及び支出内容等

　秋田県○○協議会への出席と業界関係者との意見交換に係る宿泊費
　　日　時　令和７年７月２２日　午後６時～午後８時
　　場　所　秋田○○ホテル

　（領収書等貼付欄）

○　○　○　○　　様
令和7年7月22日

政務活動費からの支出額 １３，４００円

政務活動報告書（兼）領収書等貼付用紙

領収書 秋田○○ホテル

￥１５，０００ー

按分による支出の場合の記載事項
按分の率 ％

按分による政務活動費の支出額 円

政務活動費を経費の一部に支出した
場合の記載事項

政務活動費からの一部支出額 １３，４００円

印

印

印

記載例の場合、秋田市の宿泊費の上限が
13,400円なので、15,000円の代金の一部である
13,400円を政務活動費から支出。

会計帳簿の整理番号や様式等の整理
番号等、自由に活用すること。

支出項目に○印する
こと。

活動内容や支出内容を具
体的に記載すること。

宛名は、基本的には、会
派名や会派代表者名ある
いは議員名とすること。

印

個人情報は、閲覧に
おいて非開示

宿泊代金以外が含まれる場合は、
別途内訳書を発行してもらい、
その写しも添付すること。

支払日を記載すること。
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例２ 事務職員の受領書（領収書）

　

　

 
    

  

  令和２年７月２１日

  

○○○○　様  

 

 ￥　１００，０００　-   

    

 

　  

 ○○○○　㊞

  　 　

  

政務活動報告書（兼）領収書等貼付用紙

整理番号 ○○

支出項目
　１．調査研究費　２．研修費　　　３．広聴広報費　４．要請陳情等活動費　５．会議費

　６．資料作成費　７．資料購入費　８．事務所費　　９．事務費　10．人件費　

活動内容及び支出内容等

　事務所の事務員給与（７月分）

　（領収書等貼付欄）

受領書（領収書）

　　ただし、給与（令和２年７月分）として

支出年月日 令和2年7月21日 領収書記載金額 １００，０００円

按分の率 ５０％

按分による政務活動費の支出額 ５０，０００円

政務活動費を経費の一部に支出した
場合の記載事項

政務活動費からの一部支出額 円

政務活動費からの支出額 ５０，０００円

按分による支出の場合の記載事項

記載例の場合、政務活動業務が業務全体の５０％
であり、事務員給与（７月分）100,000円を按分
し、50,000円を政務活動費から支出。

会計帳簿の整理番号や様式等の整理番号
等、自由に活用すること。　

支出項目に○印する
こと。

内容を具体的に記載すること。

支払日を記載すること。

○○市○○　□－□
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例３ 政務活動費による海外・県外活動報告書

政務活動費による海外・県外活動報告書

会派名又は議員名 ○○ ○○

支 出 項 目 調査研究費 研修費 要請陳情等活動費 会議費

活 動 名 称 ○○県内の行政視察

活動年月日 令和 ２ 年 ８ 月 ３ 日 ～ 令和 ２ 年 ８ 月 ５ 日

日程・概要 月日 視察先 主な視察内容等

８／３ 移動日

８／４ ○○県○○部 市街地再開発について

８／４ NPO法人○○○ 景観保全と観光振興について

８／５ ○○市○○部 土砂災害の予防対策について

目 的 ○○県において、人口減少に対応したまちづくり施策、景観

保全と観光開発、土砂災害対策にかかる先進的な取組を調査

し、本県の現状改善を図る参考とするため。

内容・所感 （秋田県との関連事項）

（１）市街地再開発について

○○県の担当課長から事業内容等の説明を受け、○○等の課

題はあるが、○○を○○することで、本県○○地区でも事業実

施の可能性があると思われ､今後時間をかけて検討していくべき

と感じた。

（２）景観保全と観光振興について

行政と連携して活動に取り組んでいるＮＰＯ法人○○○と、

自然景観の保全と観光開発の両立等について意見交換を行い、

本県においても、持続的な保全・誘客を図るためには、民間組

織の育成が重要だと感じた。

（３）土砂災害の予防対策について

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

経費の内訳 内訳 領収書記載金額(円) 主な支出内容等

交通費 ４２,６００ 航空運賃、駐車料金、現地タクシー等

※自家用車 宿泊費 ２２,０００ ○○ホテル２泊

を除く 会費等 ５,０００ ＮＰＯ視察料

その他 ９,０００ お土産（３箇所）

合 計 ７８,６００

政務活動費からの ※按分や一部支出の内容を記載

支出額（円）

※関連する領収書等を別途Ａ４用紙に貼り付けること。

７８,６００
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１１ 支払証明書の記載例

例１ 支払証明書（公共交通機関）
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例２ 自家用車を使用した政務活動記録簿
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Ⅴ 会 計 処 理

１ 年度区分

原則として※発生主義とする。

なお、支払いが年度をまたぐものについては、収支報告書提出期限までに領収書その

他の支出の事実を証する書類が整備できるものは、当該年度の政務活動費とすることが

できる。

※ 政務活動費として債務が発生した日の属する年度を基準としたもの。

（例１）

電話代、電気代、ガス代等

利用月 ３月

請求月 ４月

支払月 ４月の場合、

当該年度（利用した年度）の政務活動費とする。

（例２）

印刷物を３月に発注し３月中に納入された場合で、４月に支払いをしたものについ

ては、当該年度（納入のあった年度）の政務活動費とする。

また、納入が４月となった場合は、翌年度の政務活動費とする。

（例３）

３月分の人件費を４月に支払った場合は、当該年度（実際に従事した年度）の政務

活動費とする。

（例４）

令和○○年５月から令和□□年４月までの５年間を保険期間とする事務所の火災保

険を、令和○○年４月に契約し、一括で支払った場合、議員任期中の保険期間のみ、

契約年度の政務活動費とすることができる。

また、保険期間がすべて議員任期の場合は、全額政務活動費とすることができる。

ただし、事務所を政務活動以外に使用している場合は按分の必要がある。
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２ 会計帳簿の調整及び証拠書類の整理・保管

会派の政務活動費経理責任者及び議員は、政務活動費に係る収入及び支出について、

会計帳簿を調製し、その内訳を明確にし、証拠書類を整理保管しなければならない。

保存期間は、収支報告書等と同様、５年間となっている。---- 規程第２条

保存期間の算定は、収支報告書等の提出期限の翌日から５年を経過する日となってお

り、通常は、毎年の提出期限４月３０日の翌日（５月１日）から５年を経過する４月

３０日までとなる。

整理・保管することが望ましい証拠書類を参考までに示すと、次のとおりである。

会計帳簿については、任意様式で差し支えない。

なお、マニュアルに掲載した条例・マニュアルに基づく共通様式、会計帳簿等の任意

様式は、議会事務局政務調査課において、エクセル仕様等で作成・所有しているので、

データの配付・配信が必要な会派や議員はその旨申し出ること。

○整理・保存が望ましい証拠書類（会計帳簿及びその作成根拠となる書類）

会計帳簿を作成する上で根拠となる書類

会計帳簿 ①領収書、口座振込金受領書 貼付・記載例27ページ

（会派用）

証 記載例34ページ ②口座引落履歴が記載された通帳

拠

書 ③事務職員の受領書（領収書） 貼付・記載例28ページ

類 会計帳簿 ④支払証明書（領収書その他の支出の事実を証する書類を 記載例30ページ

（議員用） 取得することが困難な事情があった場合）

記載例35ページ ⑤その他証拠書類

（視察概要資料、会議・研修会資料、委託報告書、契約書、勤務簿等）

※会計帳簿を作成することにより、月ごとの収入・支出項目名やその金額、月末残額などを把握できる。

５月１日
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３ 会計帳簿の記載例（会派）
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４ 会計帳簿の記載例（議員）
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様 式 集

１ 共通様式（作成・提出を義務づけるもの）

（１）条例に基づくもの

・政務活動費に係る収支報告書（会派）（37ページ）

・政務活動費に係る収支報告書（議員）（40ページ）

・会派結成届（43ページ）

・会派異動届（44ページ）

・会派解散届（45ページ）

・政務活動費請求書（会派）（46ページ）

・政務活動費請求書（議員）（47ページ）

・支払証明書（48ページ）

（２）マニュアルに基づくもの

・政務活動報告書（兼）領収書等貼付用紙（49ページ）

・政務活動費による海外・県外活動報告書（50ページ）

・支払証明書（自家用車使用の交通費）（51ページ）

・自家用車を使用した政務活動記録簿（52ページ）

・事務所所在地等報告書（53ページ）

・政務活動費に係る中間報告書（会派）（54ページ）

・政務活動費に係る中間報告書（議員）（55ページ）

２ 任意様式（参考様式として提示するもの）

・会計帳簿（会派用）（56ページ）

・会計帳簿（議員用）（57ページ）
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様式第１号

年 月 日

秋田県議会議長 様

会 派 名

代表者氏名

年度政務活動費に係る収支報告について

秋田県政務活動費の交付に関する条例第１０条第１項(第２項)の規定

に基づき、別紙のとおり 年度政務活動費収支報告書を提出します。
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年度政務活動費収支報告書

会 派 名

１ 収 入

政務活動費 円

２ 支 出

(単位：円)

項 目 支 出 額

調 査 研 究 費

研 修 費

広 聴 広 報 費

要請陳情等活動費

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

事 務 費

人 件 費

合 計

(注) 主な支出内容については、支出内訳書に記載すること。

３ 残 余 円
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支 出 内 訳 書

項 目 内 容

調 査 研 究 費

研 修 費

広 聴 広 報 費

要請陳情等活動費

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

事 務 費

人 件 費

(注) 内容欄には、主な事項とそれぞれの事項に対応する金額を記載すること。
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様式第２号

年 月 日

秋田県議会議長 様

氏 名

年度政務活動費に係る収支報告について

秋田県政務活動費の交付に関する条例第１０条第１項(第３項)の規定

に基づき、別紙のとおり 年度政務活動費収支報告書を提出します。
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年度政務活動費収支報告書

氏 名

１ 収 入

政務活動費 円

２ 支 出

(単位：円)

項 目 支 出 額

調 査 研 究 費

研 修 費

広 聴 広 報 費

要請陳情等活動費

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

事 務 所 費

事 務 費

人 件 費

合 計

(注) 主な支出内容については、支出内訳書に記載すること。

３ 残 余 円
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支 出 内 訳 書

項 目 内 容

調 査 研 究 費

研 修 費

広 聴 広 報 費

要請陳情等活動費

会 議 費

資 料 作 成 費

資 料 購 入 費

事 務 所 費

事 務 費

人 件 費

(注) 内容欄には、主な事項とそれぞれの事項に対応する金額を記載すること。
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様式第３号

会 派 結 成 届

年 月 日

秋田県議会議長 様

会 派 名

代表者氏名

秋田県政務活動費の交付に関する条例第６条第１項の規定により、次

のとおり届け出ます。

１ 会派の名称

２ 代表者の氏名

３ 政務活動費経理責任者の氏名

４ 所属議員数

５ 所属議員氏名 別紙名簿のとおり
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様式第４号

会 派 異 動 届

年 月 日

秋田県議会議長 様

会 派 名

代表者氏名

秋田県政務活動費の交付に関する条例第６条第２項の規定により、次

のとおり届け出ます。

１ 異動年月日

２ 異 動 内 容

区 分 新 旧

会 派 の 名 称

代 表 者 の 氏 名

政 務 活 動 費

経 理 責 任 者 の 氏 名

所 属 議 員 数

異 動 の あ っ た （ 新 た に 所 属 し た （所属議員でなく

所 属 議 員 氏 名 議員氏名） なった議員氏名）
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様式第５号

会 派 解 散 届

年 月 日

秋田県議会議長 様

会 派 名

代表者氏名

秋田県政務活動費の交付に関する条例第６条第３項の規定により、次

のとおり届け出ます。

１ 解散した会派の名称

２ 解散した年月日
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様式第６号

年度政務活動費請求書

年 月 日

秋田県知事 様

会 派 名

代表者氏名

秋田県政務活動費の交付に関する条例第９条第１項（第２項）の規定

により、次のとおり政務活動費を請求します。

１ 金 円

ただし、 年 月分～ 年 月分（所属議員数 名）

（ただし、 年 月分～ 年 月分（増加議員数 名））

２ 所属議員（増加した所属議員）氏名 別添名簿のとおり

（振込先） 払込金融機関名 ○○銀行 ○○支店

口 座 番 号 （普）○○○○○○○

口 座 名 義
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様式第７号

年度政務活動費請求書

年 月 日

秋田県知事 様

氏 名

秋田県政務活動費の交付に関する条例第９条第１項（第２項）の規定に

より、次のとおり政務活動費を請求します。

金 円

ただし、 年 月分～ 年 月分

（振込先） 払込金融機関名 ○○銀行 ○○支店

口 座 番 号 （普）○○○○○○○

口 座 名 義
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様式第８号

支 払 証 明 書

支出項目 支払年月日 支 払 額 ( 円 ) 支 払 先 摘 要

上記のとおり相違ないことを証明する。

会派にあっては会派名及び代表者氏名、

議員にあっては議員氏名
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政務活動報告書（兼）領収書等貼付用紙

整理番号

支出項目 １.調査研究費 ２.研修費 ３.広聴広報費 ４.要請陳情等活動費 ５.会議費

６.資料作成費 ７.資料購入費 ８.事務所費 ９.事務費 10.人件費

活動内容及び支出内容等

（領収書等貼付欄）

※関連する領収書等を重ならないように貼り付けること。

※枠内に収まらない場合は、別途Ａ４用紙（四隅を２cm程度空ける）に整理すること。

支出年月日 年 月 日 領収書記載金額 円

按分による支出の場合の記載事項 按分の率 ％

按分による政務活動費の支出額 円

政務活動費を経費の一部に支出した 政務活動費からの一部支出額 円
場合の記載事項

政務活動費からの支出額 円
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政務活動費による海外・県外活動報告書

会派名又は議員名

支 出 項 目 調査研究費 研修費 要請陳情等活動費 会議費

活 動 名 称

活動年月日 年 月 日 ～ 年 月 日

日程・概要 月日 視察先 主な視察内容等

目 的

内容・所感 （秋田県との関連事項等）

経費の内訳 内訳 領収書記載金額(円) 主な支出内容等

交通費

※自家用車 宿泊費

を除く 会費等

その他

合 計

政務活動費からの ※按分や一部支出の内容を記載

支出額（円）

※関連する領収書等を別途Ａ４用紙に貼り付けること。
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支払先

－

－

－

－

合計

走行距離
算定額

支払額
（按分後）

走行距離
算定額

支払額
（按分後）

走行距離
算定額

支払額
（按分後）

走行距離
算定額

支払額
（按分後）

　※内訳は別添「自家用車を使用した政務活動記録簿」のとおり

氏　名

支　払　証　明　書

支出項目 支払年月日 支払額（円） 適　　用

調査研究費 －

研修費 －

要請陳情等活動費 －

会議費 －

調査研究費 研修費 要請陳情等活動費 会議費

　　上記のとおり相違ないことを証明する。

自家用車使用の交通費

４月分

５月分

６月分

７月分

８月分

９月分

10月分

11月分

12月分

１月分

２月分

３月分

合計
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　　　　年　　月　　日

秋田県議会議長　　　　　　　　　　　　　　様

議員名

    事 務 所 所 在 地 等 報 告 書

　事務所費を政務活動費から支出するので、事務所の所在地等を次のとおり

届け出ます。

１　事務所の所在地

（氏　名）

（住　所）

※法人の場合は、氏名欄に法人名及び代表者氏名を記載してください。

２　賃借料を支払う場合の建物の所有者

（住　所）

※報告内容に変更があった場合は、この様式によりその都度報告してください。

（事務所費 ： 賃借料、光熱水費、電話料、清掃・警備委託料、火災保険料等）

※自己所有等の建物を事務所としている場合は、政務活動費から賃借料を
　支出することはできません。
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年 月 日

秋田県議会議長 様

会 派 名

代表者氏名

年度政務活動費に係る中間報告について

政務活動費マニュアルに基づき、４月から９月までの交付分に係る収支

報告書の添付書類を提出します。
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年 月 日

秋田県議会議長 様

氏 名

年度政務活動費に係る中間報告について

政務活動費マニュアルに基づき、４月から９月までの交付分に係る収支

報告書の添付書類を提出します。
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編集・発行 秋田県議会事務局

政務活動費マニュアルに関するお問い合わせは

議会事務局 議事調査課 政策調査チームまで

電話 ０１８－８６０－２１２４
ＦＡＸ ０１８－８６０－２１０８


